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固定価格買取制度の完全実施と 
北海道における再生可能エネルギー 

 

北海道大学 

吉田文和 





北海道の電力需給の特徴 

• 需要のピークは冬の夕方  暖房需要 

• 春 夏 秋 冬と、電力消費は増え、全
体としてピークとボトムの差は、1日でも年間
通じても少ない。 節電の余地が少ない？ 

• 原発利用優先：電力全体に占める設備容量
約２６％に対し、発電量で36～40％ 

• 原子力の1次エネルギー供給中に占める割
合は、約８％と全国平均以下  石油（灯
油・ガソリン）使用比率が高く、電力依存率は
少ない。 



北海道電力 
の場合 
過去最高 
570万kW 

2011/1/7/17時 
 

原発ゼロ時の 
供給596万kW 
すでに確保 

予備率5.8％として 
563万kW 

 
ただし火力発電 
の計画外停止 
のリスクあり 

北本連系線60万
kWを予備 

 







再生可能エネルギーの特性と展望 

• 風力、太陽光、バイオマス、地熱、小水力
などの自然エネルギー。 

• 輸入に頼らない国産エネルギーで量は多
いが、薄く広く存在。 これまでの集中
型（火力、原子力、巨大水力）とは、生産
と利用の仕方が異なる。 

• 普及促進のため、新しい技術だけでなく、
新しい社会的制度枠組が必要。 再生
可能エネルギー全量固定価格買取制度 



日本の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 
単なる物理的可能性（日照量・風速）ではなく実現可能性考慮 

設備容量（万kW） 

既設含む 

電力量（億kWh/年） 

新設のみ 

太陽光発電（非住宅）              15,000               1,500 

陸上風力発電              28,000               5,800 

洋上風力発電            160,000             43,000 

中小水力発電                1,400                  250 

地熱発電                1,400                  890 

バイオマス発電                      ?                    ? 

１０電力会社の年間電力販売量8,585億kWh、うち 

原発分2,611億kWh  環境省の調査（2011年3月）をもとに作成 



再生可能エネルギーの全量 
固定価格買取法(FIT)とは? 

 再生可能エネルギーの導入には、新しい設備
やインフラなど初期投資にコストがかかるので、 

①発電事業者に対して、長期に買取価格と買
取期間を固定し、 

②再生可能エネルギーへの投資回収を保証し、
民間投資を促進する制度であり、 

③そのための費用は電力料金に上乗せされ、
電力消費者が負担する。 



FIT実施に向けた日本の課題 

①再生可能エネルギーを日本のエネルギーの
中にどう位置づけ、どこまで増やすのか目標が
不明確 投資を回収できる買取価格と期間が
決められるのか、と消費者負担との兼ね合い。 

②再生可能エネルギーを電力網に優先的に接
続させ、買取を確実に保証させる制度が不十分。 

③再生可能ネルギーの地域的偏在のために、
風力発電などを消費地に送る送電線の建設が
必要。そのインフラ整備の費用負担をどうする
か、電源3法積立金を使うなど、検討が必要。 











北海道・東北地方の固定価格買取 

 

北海道の再生可能エネのうち、太陽光のメガが大き
い割合、全国の4割を占める、1万kWが7件 

風力発電は4基10万kW、北電の契約枠内にある 
バイオガスは、既設は認定切り替えへ、 

今後新設は10件弱ある 
 



 



圧倒的な北海道の潜在能力 

• FIT実施目前の風力発電事業応募に、宗谷・
石狩・根室・檜山等、全道から約190万kW、
70件以上、メガソーラーも併せ約270万kW。 

• 課題 

 - 発電した電力を、道内消費地の都市部や
本州へ送る送電設備新設と費用負担。 

 - 環境影響評価（生態系・災害・水源・バード
ストライク・騒音）、地域の土地利用計画との
連携など考慮なしでは、新たな乱開発の恐れ。
地元住民・専門家の参加で立地計画立案、
既存農地・工業用地活用を図ること。 



再生可能エネルギー生産事業モデル 

売電事業型 

地域分散型 

農林畜産・漁業の副業 
デンマーク・ドイツ、農地・牧場・港湾等立地 

事業者が銀行ローン等活用で投資 

地域外から大規模事業者参入 
デンマークモデル、立地計画に地元関与 
株式保有・雇用など地元へ利益還元 

市民参加型 
デンマーク、日本のグリーン・ファンド 

組合所有、出資に応じて売電収入から配当 

地産地消＋売電 
ドイツのエネルギー自給村フェルドハイム 
日本でも少数・小規模の注目すべき事例 



地域経済と再生可能エネルギー：北海道モデル 

バイオマス 
熱か熱電併給 

林業からの残廃材 

小水力発電 
農業関係水利施設 
砂防堰提、上下水道 
農協・自治体と連携 

地熱発電 
温泉観光業者と連携 
大規模投資必要で 
外から事業者参入か 

バイオガス 
熱電併給は発電のみ 
農畜産業から家畜糞尿 
サイレージ・藁など 
漁・水産系廃棄物 

太陽光発電 
広く市民がエネルギー 

生産に参加 

風力発電 
陸上―農業関係 
洋上―漁業関係 

外部事業者－大規模投資 
都市と連携－市民風車 

電力会社 
買取保証 
優先接続 

地域に電力と熱供給 
家庭、オフィス、学校、病院、 
商店、レストラン、温室、 
水産加工・乳製品工場など 

再生可能エネルギー 
は地域資源なので 
地元の参加、利益 
還元が成功の鍵！ 



ソフトバンクの風力発電計画 

• ソフトバンクグループが、道北の日本海側に
５００基、１００万kWの風力発電計画を検討
中。 

• 地元自治体と協議しているが、送電線の建設
と並行して、主に本州への風力発電による送
電を計画している。 

• 環境アセス、立地選定、経済的利益還元、雇
用など地元の関与をどう制度化するかが課
題。 



道東浜中農協の太陽光パネル 
持続可能な酪農業の理念で105戸に1050kW 

エネルギーの地産地消、経費節約 

CO2削減による地球環境保全 

写真、浜中農協提供 



糞尿処理のメリット： 
周辺地域の悪臭対策と 
液肥利用で化学肥料節約 

20円/kWhなら採算 

写真：松田従三氏提供 



津別町 丸玉産業 木材加工と発電 

 



宗谷岬：日本最大の風力発電所群 



寿都町の風力発電所群 
利益を上げる町営 



市民風車の取組：第1号「はまかぜちゃん」（浜頓別） 
10年間順調に運転で、取組みは全国に拡大。 
風車には投資者の名前が刻まれている。 



北海道内風力発電 

発電所名 市町村名 発電出力 設置基数 運開年月 設備内訳 会社名 メーカー 設備利用率 設備投資額 財務（利益） 売電量 

大規模事業者 

ユーラス宗谷 57000 57 2005.11 1000kWx57 
宗谷岬ウインド
ファーム 

三菱 38%（推定） 120億円 1.78億円(11.3) 14億円 

ユーラス苫前 20000 20 1999.11 1000kWx20 
苫前グリーンヒ
ル 

Bonus 45億円 △5400万円 4億円 

ユーラス遠別 2970 3 2001.09 990x3 
遠別ウインド
パーク 

Bonus △2100万円 8000万円 

ユーラス浜頓別 3970 4 2001.12 990x3,1000x1 
浜頓別ウインド
ファーム 

Bonus,三菱 △4000万円 8500万円 

ユーラス伊達 10000 5 2011.11 2000x5 
伊達ウインド
ファーム 

日本製鋼所 

Jpower苫前 36000 19 2000.12 1650x14,1500x5 苫前ウインビラ Vestas,Enercon 18%（推定） 65億円 

Jpowerさらきとまない 14850 9 2001.11 1650kWx9 
さらきとまない風
力 

Vestas 

Jpower瀬棚 12000 6 2005.12 2000kWx6 
瀬棚臨海風力発
電所 

Vestas 30%（推定） 28億円 

Jpower島牧 4500 6 200.06 750kWx6 
島牧ウインド
ファーム 

Micon 

市町村・3セク 

稚内 
稚内ウインド
ファーム 

1980 3 2001.12 660kWx3 稚内市水道部 Vestas 

幌延 幌延風力発電 21000 28 2002.02 750kWx28 幌延風力発電 Lagerway 30% 45億円 3500万円 5300MWh 

苫前 苫前夕陽ケ丘 2200 3 1998,98 600x2,1000X1 苫前町 Nordex,Bonus 20% 7億円 42万円(12.3) 4800万円(12.3) 

寿都 寿の都、風太 16580 11 99,03,07,12 
230,600x3,1990x5,2
300x2 

寿都町 Enercon 26.50% 48億円（総額） 2億円-800万円 3億円（2008） 

浜中 ふれあい交流 600 1 2000.04 600x1 浜中町 三菱 19% 1.7億円 500万円 

せたな 風海鳥 1200 2 2003.12 600x2 せたな町 Vestas 34% 7億円 △1000万円 3300万円 

江差 江差風力発電 21000 28 2002.02 750kWx28 
江差ウイドパ
ワー 

Lagerway 13% 13億円負債 1.2億円 

上ノ国 
上ノ国町風力発
電所 

1000 2 1998 500x2 上ノ国町 三菱 

市民風車 

はまかぜ
ちゃん 

浜頓別町 990 1 2001 990 浜頓別 Bonus 2億円 33万分配 

かんりんぷう 石狩市 1650 1 2005 1650 石狩市 Vestas 3.2億円 17万円分配 

かぜるちゃ
ん 

石狩市 1500 1 2005 1500 石狩市 Vestas 3.2億円 17万円分配 

かなみちゃ
ん 

石狩市 1650 1 2008 1650 石狩市 Ecotecnia 4.2億円 6万円分配 

その他 

猿払村 
井の三風力
発電 

1200 2 2001 600x2 猿払村 Micon 

天塩町 
天塩風力発
電所 

2400 3 2001 800x3 天塩町 Nordex 

根室市 ノッカマップ 1400 2 2001 700x2 根室市 Lagerway 

室蘭市 茶津 3450 2 06,07 15,001,950 日本製鋼所 日本製鋼所 

函館市 
恵山風力発
電 

2900 2 2001 15,001,400 旧恵山町 Furlander 



既存事業の問題点と課題 

• 自治体主導事業で設備補助金での立派な施
設はできても、経営・保守は困難  熱意あ
るリーダー、優秀な人材の育成、簡素な設備
で地域の利益優先、地域の産業と連携（林業、
農・畜産業、漁業・水産業）を重視すること。 

• 大規模事業者は事業性クリアだが、地元との
連携、利益還元不十分  立地計画段階か
らの地域の関与、地元による一定割合の株
式保有義務付け（デンマーク型）など制度化。 

• 市民参加型：買取枠、送電線の不足  FIT, 
とくに優先接続と買取義務の完全実施が必要 



FITの運用改善 
• ＦＩＴによる再生可能エネの導入目標設定へ 

• ＦＩＴの運用改善、（例）洋上風力は別枠に 

• 長期中期短期の見通しを 

• 価格インセンティブのみならず、送電線など
インフラ整備も 

• 電気のみのＦＩＴから熱を含むエネルギーへ 

 熱電併給の位置づけを 

• 地域ごとの再生可能エネ計画づくりを 

• 都市と農村の協力体制づくりを 

 



まとめと展望 

再生可能エネルギーの普及拡大により、日本
の抱える3つのリスクを解決できる： 

   ①地球温暖化のリスク→京都議定書の重要性 

   ②原子力事故と放射性廃棄物のリスク 

   ③輸入化石燃料依存のリスク 

但し、再生可能エネルギーに加え、 
   ①省エネ（生産と消費） 

   ②中継ぎとして化石燃料の利用効率向上 

も併せ、民間投資を基礎に、新しい産業と雇用 

創出でグリーン・エコノミー推進が成功の条件 



内村鑑三の教え 

• 「デンマーク国の話」（1911年）『岩波文庫』 

• デンマークはドイツに負けて、人の教育と国
土の再開発で国の危機を乗り越える 

• 再生可能エネに言及、足元から資源を探す、
地元学 

• 人の再教育、職業訓練 

• みんなで議論、民主主義 

• 「危機」はチャンス、電力危機をきっかけに省
エネと再生可能エネルギーで地域再生に 


